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202１県労連確定闘争大綱妥結
結婚休暇の運用改善を確認、非正規職員を含め、育児・介護に関する諸制度を改善！

独自号給の廃止提案は2025年度末まで凍結、給与カーブの見直しは４年の経過措置を確保

県労連は2021年確定闘争についてヤマ場の交渉を行い、11月10日14時20分に大綱妥結しました。
妥結内容（概要）

○月例給

人事委員会の報告に基づき、今年は改定無し。

○一時金

　人事委員会勧告に基づき、期末手当の支給率を0.15月引下げて4.30月とし、2021年12月1日から適用。※今年度は12月の一時金から引下げ。

・再任用職員以外の職員

	
	
	6月期
	12月期

	2021年度
	期末手当
	1.275／済
	1.125（現行1.275）

	
	勤勉手当
	0.95／済
	0.95（改定なし）

	2022年度
	期末手当
	1.20
	1.20

	
	勤勉手当
	0.95
	0.95


・再任用職員
	
	
	6月期
	12月期

	2021年度
	期末手当
	0.725／済
	0.625（現行0.725）

	
	勤勉手当
	0.45／済
	0.45（改定なし）

	2022年度
	期末手当
	0.675
	0.675

	
	勤勉手当
	0.45
	0.45


○県独自号給追加の見直し（当局逆提案）
独自号給の見直しについては、今期押し返し、2026年3月31日までは実施しないことを確認。
○給与カーブの見直し（当局逆提案）

人事委員会から勧告を受けた給料表に改正し、2022年4月1日から適用する。

2022年4月1日において、新給料表の給料月額が2022年3月31日に受けていた給料月額に達しない場合は、新たな給料月額に加え、2022年3月31日時点の給料月額との差額を支給する経過措置を2026年3月31日まで設ける。（差額は一時金にも反映）
〇結婚休暇の運用改善

　職員の婚姻の場合に係る慶弔休暇の取得については、新型コロナウイルスを要因として願い出が遅れた場合は、「願い出が遅れたことについて相当の理由がある場合」に該当するものとし、速やかに適用できるよう努めるものとする。
○感染症等接触手当について

感染症等の病原体を有し、若しくは有する疑いのある人に接する業務等に従事した場合で、心身に著しい負担を与える作業に従事したときに、手当額の100分の100を加算して支給することとし、2022年4月1日から適用する措置を講ずる。

○育児短時間勤務に係る退職手当の除算率について

除算率を現行の３分の１から６分の１に改善とすることとし、育児休業の取得回数制限の緩和等に係る地方公務員育児休業法等の施行日から適用する措置を講じる。

○赴任旅費について

県内旅費の地域に住所又は居所がある新規採用職員についても支給対象とすることとし、2022年4月1日から適用する措置を講じる。

○育児・介護休業法及び地方公務員育児休業法等の改正に伴う所要の措置について

国の動向等を踏まえ、労働時間等小委員会で話し合っていくものとする。

また、妻の出産に係る特別休暇、育児参加休暇及び出産休暇については、再任用職員、臨時的任用職員、短時間勤務職員についても会計年度任用職員と同様に措置するものとして、併せて労働時間等小委員会で話し合っていくものとする。

○地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等による出勤の著しい困難に係る特別休暇について

子が在籍する学校又は保育施設等の全部又は一部が、感染症の予防上必要があること又は災害その他急迫の事情があることにより、臨時に休業等となった場合において当該子の世話をするため勤務しないことがやむを得ないと認められるときにも取得できるものとし、2022年4月1日から適用する。
○再任用職員、臨時的任用職員、短時間勤務職員の介護休暇について

現行の93日を、任用期間の定めのない常勤職員の介護休暇の例（6月）によることとし、2022年4月1日から適用する措置を講じる。

○定年引上げに係る職員の勤務条件について

速やかに話し合っていくものとする。

自治労県職労の判断

〇自治労県職労が強く要求した、コロナ禍における結婚休暇の運用を改善させたこと。

〇再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員を含めて、育児・介護に関する休暇等の諸制度を改善させたこと。

〇独自号給廃止を2025年度末まで凍結したこと。

〇給与カーブの見直しについては、廃止提案を押返せなかったものの、経過措置2年の当初提案を４年に延長させたこと。

自治労県職労は、以上を総合的に判断して、批准を確認しました。

今後も引き続き取り組んでいく課題

☆豚熱対応の検証
現在環境農政局で行っている検証結果を踏まえて、労働条件に関して労使で話し合いを行います。

今後、同様のケースが起こった場合の労働条件、安全衛生、作業環境の改善を求めていきます。

☆時間外勤務の上限規制のあり方の協議
コロナ対応や豚熱対応、台風をはじめとした災害対応は、現行上限規制の対象外となっています。

理由にかかわらず、過労死水準を超える時間外勤務をなくすために、上限規制の在り方について労使協議を行います。

☆非正規公務員の権利保障
民間の非正規労働者が保障されている権利を保障するよう、引き続き改善を求めていきます。

☆初任給の改善

　人材確保の観点からも、東京都、23区並の初任給の改善を引き続き求めていきます。
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各級右欄の「引下額（保障額）が現給保障として2026年3月31日まで措置されます。


一時金の支給にあたっても、この現給保障額も算定対象となります。


（7級以上にも現給保障あり）





新給料表（抜粋）
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